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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

第３四半期連結
累計期間

第７期
第３四半期連結

累計期間
第６期

会計期間
自2019年10月１日
至2020年６月30日

自2020年10月１日
至2021年６月30日

自2019年10月１日
至2020年９月30日

売上高 （千円） 5,197,743 7,230,565 8,048,396

経常利益 （千円） 47,510 235,572 637,744

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主に

帰属する四半期純損失（△）

（千円） 23,791 △874,181 431,151

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △10,227 △881,837 379,536

純資産額 （千円） 6,291,172 11,511,544 6,748,404

総資産額 （千円） 14,663,645 22,082,316 16,009,126

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失（△）
（円） 2.68 △88.55 48.34

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 2.47 － 44.54

自己資本比率 （％） 42.2 51.3 41.3

 

回次
第６期

第３四半期連結
会計期間

第７期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2021年４月１日
至2021年６月30日

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） 3.38 △80.32

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第７期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大は、今後の経過によっては、当社グループの事業活動及び収益確保に影響

を及ぼす可能性があります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。また、第１四半

期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、前年同期比については、前年同期の数値を変更後の報告

セグメントの区分に組み替えて算出しております。

 

(1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間の当社グループの経営成績は、売上高7,230,565千円（前年同期比39.1％増）、営業

損失575,820千円（前年同期は営業利益183,601千円）、経常利益235,572千円（前年同期比395.8％増）、親会社株

主に帰属する四半期純損失874,181千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益23,791千円）となりまし

た。

　当第３四半期連結累計期間においては、テスト等ライセンス事業、教育プラットフォーム事業、テストセンター

事業、テスト運営・受託事業で引き続き売上が順調に拡大しました。AI事業は、手書き文字認識やAIレコメンドエ

ンジン関連ソフトウエアに伴うライセンス収入等が順調に拡大しましたが、自動採点関連の委託業務の減収の影響

等により売上は前年同期比でマイナスとなりました。一方、人員増に伴う人件費の増加、ソフトウエア開発投資に

伴う減価償却費の増加等により、営業損失となりました。また、東京証券取引所市場第一部への市場変更に伴う費

用等の他、投資先について投資有価証券評価損32,794千円の営業外費用が発生しましたが、事業損失引当金の戻入

れがあったことなどにより、経常利益は増益となりました。また、テストセンター事業及びテスト運営・受託事業

において、それぞれ、451,770千円及び241,417千円の減損損失が発生した他、中国自習室事業撤退に伴う事業整理

損として45,952千円の減損損失および319,899千円の投資有価証券評価損の発生に伴う特別損失により、親会社株

主に帰属する四半期純損失となりました。

 

　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

①　テスト等ライセンス事業

　テスト等ライセンス事業においては、公益財団法人日本英語検定協会（以下、「英検協会」）に提供している４

－５級スピーキングテストに伴うライセンス収入が受験者数の減少の影響を受けて減少しましたが、企業・学校向

け英語能力判定テストの「CASEC」の実施が順調に進み、当該セグメントの売上高は989,588千円（前年同期比

13.4％増）、セグメント利益は416,723千円（前年同期比58.5％増）となりました。

 

②　教育プラットフォーム事業

　教育プラットフォーム事業においては、前期に買収した株式会社教育デジタルソリューションズにおけるメディ

ア・広告収入などが収益に貢献しましたが、利益率の高い多教科プラットフォーム収入が前年同期比で減少しまし

た。その結果、当該セグメントの売上高は1,764,475千円（前年同期比9.2％増）、セグメント利益は781,084千円

（前年同期比10.5％減）となりました。

 

③　テストセンター事業

　テストセンター事業においては、売上は順調に拡大しておりますが、減価償却費、システム保守費、採用増に伴

い人件費等が増加し、また、原価として事業損失引当金繰入額が発生し、その結果、当該セグメントの売上高は

1,739,301千円（前年同期比99.4％増）、セグメント損失は622,422千円（前年同期はセグメント損失204,628千

円）となりました。

 

④　AI事業

　AI事業においては、手書き文字認識「DEEP READ」やAIレコメンドエンジン「CAERA」関連ソフトウエア利用に伴

うライセンス収入等が伸び悩み、自動採点関連の委託業務の減収の影響及びソフトウエア開発投資に伴う減価償却

費の増加等により、当該セグメントの売上高は424,161千円（前年同期比3.3％減）、セグメント損失は281,997千

円（前年同期はセグメント利益69,698千円）となりました。

 

⑤　テスト運営・受託事業

　テスト運営・受託事業においては、令和３年度全国学力・学習状況調査（小学校第６学年の児童および中学校第

３学年の生徒を対象とした調査）業務や埼玉県の学力・学習状況調査業務等が順調に推移したことにより、当セグ

メントの売上高は2,489,106千円（前年同期比62.8％増）、セグメント利益は142,278千円（前年同期比190.0％

増）となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて5,446,154千円増加し、15,680,206千円となりました。これは、公募及

び第三者割当増資（並行第三者割当増資）による新株式の発行などによる現金及び預金4,701,401千円、商品

527,064千円の増加、売掛金732,033千円の減少などによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて628,965千円増加し、6,395,341千円となりました。これは、英検協会か

らのCBT資産買取りなどによるソフトウエア534,386千円及びソフトウエア仮勘定293,193千円の増加などによりま

す。

　繰延資産は、前連結会計年度末に比べ1,930千円減少し、6,769千円となりました。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて6,073,190千円増加し、22,082,316千円となりました。

 

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて1,298,426千円増加し、6,053,083千円となりました。これは、１年内返

済予定の長期借入金が1,200,000千円、短期借入金が484,072千円それぞれ増加したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて11,624千円増加し、4,517,688千円となりました。これは、社債

が94,308千円減少し、長期借入金が82,861千円、事業整理損失引当金が48,255千円増加したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて1,310,050千円増加し、10,570,772千円となりました。

 

（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて4,763,140千円増加し、11,511,544千円となりました。これは公募及

び第三者割当増資（並行第三者割当増資）による新株式の発行により資本金及び資本剰余金が2,827,773千円それ

ぞれ増加したことなどによります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社は、特定の顧客との間の一部取引（以下「本件取引」）において、一連の経緯や価格の妥当性を踏まえた経

済合理性について、2021年８月２日付の当社取締役会において、特別調査委員会の設置を決議し、調査を進めてま

いりましたが、調査の過程において、本件取引とは関連性のない、当社連結子会社と当社関連会社との間の一部取

引について、売上の計上が実態を伴うものであるかについて懸念が検出されたため、調査対象範囲を拡大し、併せ

て調査体制を拡充の上、調査を継続してまいりました。

　2021年10月15日、特別調査委員会から中間報告書を受領し、過年度の決算を訂正し、本日、2016年９月期から

2020年９月期までの有価証券届出書および有価証券報告書、および2018年９月期第３四半期報告書から2021年９月

期第２四半期までの四半期報告書について、訂正報告書を提出しました。

　当社グループにおいて信頼性のある財務報告を実現するための内部統制が有効に機能しなかったこと、またこれ

に起因し、原則として全ての子会社を連結するように連結範囲を変更したことにより、訂正が必要となりました。

　社内規程等に対するコンプライアンス意識や適切な会計処理及び開示に対する意識が徹底されていなかったこと

や、社内関係部署間の連携が不十分であったことが、内部統制が有効に機能しなかった原因と考えております。

　当社としては、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、特別調査委員会の提言に従った再発防止策を

実行し、内部統制の整備・運用を図ってまいります。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,480,000

計 24,480,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,011,070 10,016,670
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 10,011,070 10,016,670 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2021年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年４月１日～

2021年６月30日（注）１
31,200 10,011,070 7,826 5,266,554 7,826 5,841,083

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2021年７月１日から2021年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が5,600株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ1,058千円増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することが出来ないことから、直前の基準日（2021年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2021年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 7,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,969,100 99,691 －

単元未満株式 普通株式 3,570 － －

発行済株式総数  9,979,870 － －

総株主の議決権  － 99,691 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式７株が含まれております。なお、直前の基準日（2021

年３月31日）における当社保有の単元未満自己株式は7,207株でしたが、当第３四半期会計期間において、譲渡

制限付株式報酬としての自己株式の処分により、当第３四半期会計期間末の当社保有の自己株式数は6,954株、

うち単元未満自己株式数は54株であります。

 

②【自己株式等】

    2021年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社EduLab

東京都渋谷区道玄坂

一丁目21番１号　　

渋谷ソラスタ14階

7,200 - 7,200 0.07

計 － 7,200 - 7,200 0.07

　（注）自己株式は、2021年４月23日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、253株減少してお

ります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年10月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,524,054 12,225,455

売掛金 2,027,356 1,295,322

商品 70,000 597,065

仕掛品 148,114 218,843

その他 464,525 1,343,519

流動資産合計 10,234,051 15,680,206

固定資産   

有形固定資産 622,410 382,734

無形固定資産   

ソフトウエア 2,234,133 2,768,520

ソフトウエア仮勘定 470,419 763,612

その他 354,744 312,857

無形固定資産合計 3,059,296 3,844,990

投資その他の資産 2,084,668 2,167,616

固定資産合計 5,766,375 6,395,341

繰延資産 8,699 6,769

資産合計 16,009,126 22,082,316

負債の部   

流動負債   

買掛金 369,374 700,612

短期借入金 ※ 1,430,000 ※ 1,914,072

1年内償還予定の社債 330,008 130,008

1年内返済予定の長期借入金 502,852 1,702,852

未払法人税等 198,368 87,641

事業損失引当金 667,718 －

その他 1,256,335 1,517,897

流動負債合計 4,754,657 6,053,083

固定負債   

社債 396,884 302,576

長期借入金 ※ 3,930,722 ※ 4,013,583

事業整理損失引当金 － 48,255

その他 178,457 153,273

固定負債合計 4,506,063 4,517,688

負債合計 9,260,721 10,570,772

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,377,852 5,266,554

資本剰余金 2,696,782 5,618,716

利益剰余金 1,630,862 484,472

自己株式 △44,082 △19,506

株主資本合計 6,661,414 11,350,236

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △44,159 △29,260

その他の包括利益累計額合計 △44,159 △29,260

非支配株主持分 131,149 190,568

純資産合計 6,748,404 11,511,544

負債純資産合計 16,009,126 22,082,316
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2019年10月１日
　至　2020年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年６月30日)

売上高 5,197,743 7,230,565

売上原価 3,237,838 5,280,833

売上総利益 1,959,905 1,949,732

販売費及び一般管理費 1,776,303 2,525,552

営業利益又は営業損失（△） 183,601 △575,820

営業外収益   

受取利息 1,354 1,545

為替差益 9,354 53,819

事業損失引当金戻入額 － 1,078,235

その他 50,675 19,129

営業外収益合計 61,384 1,152,729

営業外費用   

支払利息 27,351 34,024

投資事業組合管理費 81,749 101,110

持分法による投資損失 － 8,175

投資有価証券評価損 28,338 59,452

市場変更費用 4,000 44,462

その他 56,035 ※１ 94,110

営業外費用合計 197,474 341,336

経常利益 47,510 235,572

特別利益   

段階取得に係る差益 49,016 －

特別利益合計 49,016 －

特別損失   

減損損失 － ※２ 693,188

投資有価証券評価損 － 319,899

事業整理損 － ※３ 94,207

特別損失合計 － 1,107,295

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
96,527 △871,723

法人税等 83,765 32,290

四半期純利益又は四半期純損失（△） 12,761 △904,014

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △11,029 △29,832

親会社株主に帰属する当期純利益又は

親会社株主に帰属する当期純損失（△）
23,791 △874,181
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2019年10月１日
　至　2020年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 12,761 △904,014

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △22,988 22,177

その他の包括利益合計 △22,988 22,177

四半期包括利益 △10,227 △881,837

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,194 △859,283

非支配株主に係る四半期包括利益 △11,422 △22,553
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益または税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合に

は、法定実効税率を使用する方法によっております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書において、追加情報に記載した新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する仮

定について重要な変更はありません。

 

（売上高に関する事項）

　当社は特別調査委員会を設置し、当社及び当社の連結子会社である株式会社教育測定研究所とその特定顧客との

間の一部取引（以下、「テストセンター取引」）について、一連の経緯や価格の妥当性を踏まえて経済合理性の調

査を実施している中で、会計監査人より、テストセンター取引とは関連性のない、株式会社教育測定研究所と関連

会社である株式会社旺文社EduLab EDGe Schoolとの間の一部取引等（以下、「グループ会社間取引」）に関連し

て、売上の計上が実態を伴うものであるかについての懸念を指摘されました。

　これを受け、当社は特別調査委員会による追加調査を実施しました。その後、会計監査人より、新たに、株式会

社教育測定研究所の売上高の実在性及び期間帰属の根拠となる証憑の信頼性に疑義がある複数取引（以下、「業務

提携先等との取引」）が判明した旨を指摘されたため、当社は特別調査委員会の調査範囲をさらに拡大し、特別調

査委員会は業務提携先等との取引及び類似取引の有無についての調査を継続しております。

　当社は中間報告書に基づきテストセンター取引及びグループ会社間取引についての会計処理の修正を行い、ま

た、連結子会社の範囲を拡大し、業務提携先等との取引について売上高及び関連する勘定科目の会計処理を修正し

ました。

　当社は、特別調査委員会の調査範囲を拡大し、売上高に関する事実関係、内部統制への影響及び他の財務数値へ

の影響についての調査を継続中であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　当座貸越契約及び貸出コミットメントについて

　当社及び連結子会社（株式会社教育測定研究所）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

10行（前連結会計年度は取引銀行10行）と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（2020年９月30日）
当第３四半期連結会計期間

（2021年６月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額

4,500,000千円 4,500,000千円

借入実行残高 3,235,000 2,800,000

差引額 1,265,000 1,700,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　当社は2021年10月15日に特別調査委員会から中間調査報告書を受領しております。同報告書の結果を受け

て当社が会計処理を見直した結果、従来固定資産（ソフトウェア仮勘定）として処理していた特定顧客との

間の一部取引について、営業外費用として処理することが妥当と判断した42,773千円が当第３四半期連結累

計期間の営業外費用の「その他」に含まれております。
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※２　減損損失

　当第３四半期連結累計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

(1）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所 金額（千円）

テストセンター事業用資産

建物附属設備

東京都渋谷区他

93,956

工具、器具及び備品 48,459

ソフトウエア 241,750

ソフトウエア仮勘定 67,604

テスト運営・受託事業用資産
ソフトウエア

東京都渋谷区他
161,647

ソフトウエア仮勘定 79,770

　上記のほか、連結子会社の中国自習室事業撤退に伴う減損損失（投資その他の資産等　45,952千円）

を事業整理損に含めて計上しております。

(2）減損損失の認識に至った経緯

　「テストセンター事業」及び「テスト運営・受託事業」については、収益性の低下により共通費配賦

後の営業損益が継続してマイナスであるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。

(3）資産のグルーピングの方法

　原則として、セグメントを基礎としてグルーピングを行っております。

(4）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを割り引いて算定しておりま

す。なお、「テスト運営・受託事業」については、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため零と

して評価しております。

 

※３　事業整理損

　当第３四半期連結累計期間において、連結子会社の中国自習室事業撤退に伴う固定資産の減損損失45,952

千円及びその他発生すると見込まれる損失48,255千円を計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年10月１日
至 2020年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年10月１日
至 2021年６月30日）

減価償却費 501,536千円 751,332千円

のれんの償却額 24,680 13,775

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年10月１日　至　2020年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2019年12月26日

定時株主総会
普通株式 201,937 利益剰余金 23 2019年９月30日 2019年12月27日

（注）１株当たり配当額23円は、創業20周年記念配当であります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＥｄｕＬａｂ(E34544)

四半期報告書

12/18



 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2020年４月１日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、株式会社教育デジタルソ

リューションズを株式交換完全子会社とする株式交換を行いました。また、2020年５月21日開催の取締役会

決議に基づく自己株式の取得を行いました。これらを主因として、当第３四半期連結累計期間において、資

本剰余金が415,725千円、自己株式が43,306千円それぞれ増加し、当第３四半期連結会計期間末の残高は資

本剰余金が2,675,498千円、自己株式が44,082千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2020年12月23日

定時株主総会
普通株式 272,207 利益剰余金 30 2020年９月30日 2020年12月24日

（注）１株当たり配当額30円は、東京証券取引所市場第一部上場記念配当であります。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

2020年10月16日で払込が完了した公募による新株式の発行461,600株及び第三者割当増資（並行第三者割

当増資）による新株式の発行198,100株により、資本金が2,827,773千円、資本剰余金が2,827,773千円増加

しております。

この増資等により、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が5,266,554千円、資本剰余金が

5,618,716千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年10月１日　至　2020年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

 
テスト等
ライセンス

事業

教育
プラット
フォーム
事業

テスト
センター
事業

AI事業
テスト運営
・受託事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
872,734 1,615,961 824,480 356,050 1,528,517 5,197,743 － 5,197,743

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － 47,652 82,500 － 130,152 △130,152 －

計 872,734 1,615,961 872,132 438,550 1,528,517 5,327,895 △130,152 5,197,743

セグメント利益又は

損失（△）
262,903 872,899 △204,628 69,698 49,059 1,049,932 △866,331 183,601

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

当社は、2020年４月１日付で当社を株式交換完全親会社、株式会社教育デジタルソリューションズを株式

交換完全子会社とする株式交換を行い、当第３四半期連結会計期間より、同社を連結の範囲に含めておりま

す。これにより、のれんを報告セグメントの「教育プラットフォーム事業」で110,205千円計上しておりま

す。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

 
テスト等
ライセンス

事業

教育
プラット
フォーム
事業

テスト
センター
事業

AI事業
テスト運営
・受託事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
989,588 1,764,475 1,685,981 301,414 2,489,106 7,230,565 － 7,230,565

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － 53,320 122,747 － 176,067 △176,067 －

計 989,588 1,764,475 1,739,301 424,161 2,489,106 7,406,632 △176,067 7,230,565

セグメント利益又は

損失（△）
416,723 781,084 △622,422 △281,997 142,278 435,667 △1,011,487 △575,820

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

第１四半期連結会計期間より、当社グループ内の業績管理区分の見直しに伴い、報告セグメントを従来の

「e-Testing／e-Learning事業」及び「テスト運営・受託事業」の２区分から、「テスト等ライセンス事

業」、「教育プラットフォーム事業」、「テストセンター事業」、「AI事業」及び「テスト運営・受託事

業」の５区分に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメント区分に基づき作成したも

のを開示しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

当第３四半期連結累計期間に「テストセンター事業」セグメントにおいて451,770千円、「AI事業」セグ

メントにおいて45,952千円、「テスト運営・受託事業」セグメントにおいて241,417千円の減損損失を計上

しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＥｄｕＬａｂ(E34544)

四半期報告書

14/18



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年10月１日

至　2020年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
至　2021年６月30日）

 (1)１株当たり四半期純利益

又は１株当たり四半期純損失（△）
2円68銭 △88円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）

23,791 △874,181

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）

23,791 △874,181

普通株式の期中平均株式数（株） 8,880,056 9,871,754

 (2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 2円47銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 768,299 541,002

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

　（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１

株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年10月15日

株式会社EduLab

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　和充

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗栖　孝彰

 

結論の不表明

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社EduLab

の2020年10月１日から2021年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年６月30

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年10月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「結論の不表明の根拠」に記載した事

項の四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響の重要性に鑑み、株式会社EduLab及び連結子会社の2021年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかったかどうかについての結論を表明しない。

 

結論の不表明の根拠

追加情報に記載されているとおり、会社は特別調査委員会を設置し、会社及び会社の連結子会社である株式会社教育測

定研究所とその特定顧客との間の一部取引（以下、「テストセンター取引」）について、一連の経緯や価格の妥当性を踏

まえて経済合理性の調査を実施している中で、当監査法人の四半期レビューにおいて、テストセンター取引とは関連性の

ない株式会社教育測定研究所と会社の関連会社との間の一部取引等（以下、「グループ会社間取引」）に関連して、売上

の計上が実態を伴うものであるかについての懸念を検出した。これを受け、会社は特別調査委員会による追加調査を実施

した。

その後、当監査法人の四半期レビューにおいて、新たに、株式会社教育測定研究所の売上高の実在性及び期間帰属の根

拠となる証憑の信頼性に疑義がある複数取引（以下、「業務提携先等との取引」）が判明したため、会社は2021年10月15

日に特別調査委員会の調査範囲をさらに拡大し、特別調査委員会は会社及び会社の連結子会社の業務提携先等との取引及

び類似取引の有無についての調査を継続している。

会社は中間報告書に基づきテストセンター取引及びグループ会社間取引についての会計処理の修正を行い、連結子会社

の範囲を拡大した。また、会社は自ら業務提携先等との取引について売上高及び関連する勘定科目の会計処理を修正し

た。しかしながら、当監査法人は複数の業務提携先に対する売上高の実在性及び期間帰属の適切性に関連する証憑類の信

頼性に疑義を抱いたため、当該業務提携先等との取引の裏付けとして入手した証憑類が十分かつ適切な証拠であると判断

することができず、業務提携先等との取引以外の売上高等においても同様に会計処理の裏付けを入手できていない取引が

存在するか否かについての心証を得ることができなかった。

会社は、二度にわたり特別調査委員会の調査範囲を拡大し、売上高に関する事実関係、内部統制への影響及び他の財務

数値への影響についての調査を継続中である。当該調査の結果によっては、売上高以外の勘定科目を含めて、四半期連結

財務諸表に重要な影響を与える可能性がある。

上記により、当監査法人は、会社の前連結会計年度に係る連結財務諸表に対して意見を表明する根拠となる十分かつ適

切な監査証拠を入手することができなかった。また、前連結会計年度の第３四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸

表に対しても結論を表明する根拠となる十分かつ適切な証拠を入手することができなかった。このため、当監査法人は、

前連結会計年度に係る連結財務諸表に対して監査意見を表明しておらず、また前連結会計年度の第３四半期連結累計期間

に係る四半期連結財務諸表に対して結論を表明していない。これらの事項は、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間

及び第３四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表と比較情報との比較可能性に影響を及ぼす可能性がある。

加えて、当監査法人は、会社の当連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る四半期連

結財務諸表に対しても、前連結会計年度以前と同様の理由から結論を表明する根拠となる十分かつ適切な証拠を入手する

ことができず、四半期連結財務諸表に重要な修正が必要かどうかについて判断することができなかった。
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これらの理由により、当監査法人は、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る四

半期連結財務諸表に対して結論を表明していない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して実施した四半期レ

ビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。しかしながら、本報告書の「結論の不表明の根拠」に記載されているとおり、当監査法人は四半期連結財務諸表に対

する結論の表明の基礎となる証拠を入手することができなかった。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定

に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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